
政策 暮

 の  目  標

安全で安心なまちづくりとしてセーフコミュニテ

事

ィ活動を推進するため

　

、セーフコミュニティ

務

推進協議会、各対策委

　

員会
一般・2総務費・

事

1総務管理費・1一般

　

管理費 危機管理課
、外

業

傷調査委員会、フォー

ら

　

ラム等を開催するとと

名

もに、広報誌などを活

新

用した啓発活動を継続

規

的に行う。

事　業　概

・

　要 施策内順位

・セー

継

フコミュニティ推進協

続

議会を中心とした安全

地

・安心に関連する取り

域

組みの一体的な推進
7

の

/10・外傷調査委員

せ

安

会で分析したデータに

全

基づく各対策委員会の

・

活動の推進

・セーフコ

安

ミュニティ活動に対す

心

る啓発事業の実施
市長

の

公約事項
・セーフコミ

確

ュニティ認証都市との

保

交流

活
動
指
標

指　標　

の

名 単　位 平成31年度

取

平成32年度 平成33

る

り

年度

無 推進協議会・各

組

対策委員会・外傷調査

み

委員会の開催回数
回 9

を

9 9

投
入
指
標

平成31

推

年度 平成32年度 平成

進

33年度 市民フォーラ

し

ム、講演会の開催回数

、

回 2 2 2
年度別事業費

市

602 千円 602 千円

民

602 千円
特
定
財
源

国

ま

が

・県支出金 0 千円 0 千

安

円 0 千円 特　記　事　

全

項

地 　方 　債 0 千

で

円 0 千円 0 千円 活動指

安

標（アウトプット）の

心

「推進協議会・各対策

し

委員会・外傷調査委員

て

会の開催回数」は、対

生

策委員会の統合により

活

目

そ 　の 　他 0 千

ち

で

円 0 千円 0 千円 標値を

き

変更。

一　般　財　源

る

602 千円 602 千円

住

602 千円

みよい地域社

事　務　事　

施

会

業　名 新規・継続 災害

の

等から、市民の生命、

実

身体及び財産を守る体

現

制の整備を図るため、

を

防災対策の推進を行う

図

。

目　　的
防災対策費

目

運営費 継続

会計・款・

　

項・目 所　　管　　課

　

平  成  31  

的

年  度  の  目

策

る

  標

・全68区での

。

自主防災組織の設立・

防

運営の支援、防災講演

犯

会、研修会、学習会を

事

継続的に開催し、「自

業

助」「共助」によ
一般

継

・2総務費・1総務管

続

理費・10防災対策費

会

危機管理課
る地域防災

計

力の向上を図る。

事　

５

・

業　概　要 施策内順位

款

・避難所開設に必要な

・

防災対策用品（食料、

項

資器材等）の備蓄を進

・

める。

・地域防災計画

目

、業務継続計画の見直

所

し、修正
2/10・総

　

合防災訓練の年１回の

　

実施

・全68区の自主

管

防災組織設立、防災訓

－

　

練実施、住民支え合い

　

マップ作成・更新の推

課

進
市長公約事項

・防災

平

講演会、研修会、学習

 

会の定期開催と防災教

 

育充実の推進

活
動
指
標

成

指　標　名 単　位 平成

 

31年度 平成32年度

 

平成33年度

・防災対

3

策用備蓄品の備蓄推進

５

５

1

一部 総合防災訓練の実

 

施
回 1 1 1

投
入
指
標

平

 

成31年度 平成32年

年

度 平成33年度 自主防

 

災組織を設立した区の

 

数
回 62 63 64

年度

度

別事業費 8,115 千

 

円 7,949 千円 7,

 

949 千円
特
定
財
源

国

の

・県支出金 0 千円 0 千

安

 

円 0 千円 特　記　事　

 

項

地 　方 　債 0 千

目

円 0 千円 0 千円 活動指

 

標（アウトプット）の

 

「自主防災組織の設立

標

・運営支援の実施」は

区

、実施できているため

か

、「自主防災組織を設

ら

立

そ 　の 　他 0 千

要

円 4 千円 4 千円 した区

全

望

の数」に変更する。

一

さ

　般　財　源 8,11

れ

5 千円 7,945 千円

る

7,945 千円

防犯灯の設置

で

箇所について現地調査

安

を行ない、優先度が高

心

い箇所の設置工事から

な

順次実施する。また、

暮

一般・2総務費・1総

ら

務管理費・1一般管理

し

費 危機管理課
既設の防

安

を

犯灯（白熱灯）につい

実

て消費電力の少ないL

現

ED防犯灯への交換を

す

計画的に進める。耐用

る

年数を迎え、点灯しな

体

いL

事　業　概　要 施

制

策内順位 ED防犯灯を

を

順次更新する。

・区等

充

の要望に基づく防犯灯

実

の設置及び防犯灯維持

心

さ

管理経費への補助 安全

せ

で安心なまちづくり事

ま

業補助金等を適正に交

す

付し、地域の安全・安心の確保の取り組みを支援する。
4/10・区等による小諸市安全で安心なまちづくり事業（防犯活動等）に係る経費への支援

・防犯

し

関係機関・団体との連携による組織横断的な活動の推進
市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成31年度 平成32年度 平成33年度

無 既設防犯灯に占めるＬＥＤ防犯灯の割合
％ 82 84 86

投
入
指
標

平成31年度 平成

て

32年度 平成33年度 設置基準に基づく防犯灯の設置率
％ 100 100 100

年度別事業費 22,646 千円 20,436 千円 20,436 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千

快

円 0 千円 0 千円 活動指標（アウトプット）の「事業実施数に対する安全で安心なまちづくり事業補助金交付件数の割合」は、達成できて

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円 いることから、「既設防犯灯に占めるＬＥＤ防犯灯

適

の割合」に変更する。

一　般　財　源 22,646 千円 20,436 千円 20,436 千円

に

事　務　事　業　名 新規・継続 セーフコミュニティ活動の推進により、市民の安全で安心な暮らしの実現を図る。

目　　的
セーフコミュニティ推進事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度 



政策 暮

発活動に参加する。また、指導員の更なる資
3/10・小諸市交通

事

安全運動推進協議会の

　

運営 質向上に向け、警

務

察署員による交通安全

　

に関する講話や視察研

事

修を開催する。

・小諸

　

交通安全協会への負担

業

金の交付
市長公約事項

ら

　

・交通安全教室の開催

名

活
動
指
標

指　標　名 単

新

　位 平成31年度 平成

規

32年度 平成33年度

・

・小諸市交通指導員の

継

委嘱 無 小諸市における

続

年間交通事故死者数
人

安

0 0 0

投
入
指
標

平成3

全

1年度 平成32年度 平

で

成33年度

年度別事業

せ

安

費 3,870 千円 3,

心

462 千円 2,142

な

千円
特
定
財
源

国・県支

暮

出金 0 千円 0 千円 0 千

ら

円 特　記　事　項

地 

し

　方 　債 0 千円 0 千

の

円 0 千円 ■2-7-1

実

-96交通指導員事業

現

をH27年度から統合

を

■

そ 　の 　他 0 千

る

図

円 0 千円 0 千円

一　般

る

　財　源 3,870 千

た

円 3,462 千円 2,

め

142 千円

、防災情報が

事　務　事　

ま

市

業　名 新規・継続 交通

民

事故被害者の経済面で

へ

の救済を行い、事故か

的

らの立ち直りを支援す

確

るため、県民交通災害

か

共済への加入を

目　　

つ

的 促進し、被災時に見

迅

舞金の支払いを行う。

速

県民交通災害共済事務

に

継続

会計・款・項・目

ち

伝

所　　管　　課 平  

達

成  31  年  

で

度  の  目  標

き

共済事業ならではのメ

る

リットである掛金に対

よ

する見舞金の高率さを

う

PRし、加入を促進す

整

る。
一般・2総務費・

備

7交通安全費・1交通

を

安全費 生活環境課

事　

施

行

業　概　要 施策内順位

う

・県民交通災害共済へ

。

の市民の加入促進
10

目

/10・交通事故被害

　

者への見舞金の支給

市

　

長公約事項

活
動
指
標

指

的

　標　名 単　位 平成3

防

1年度 平成32年度 平

災

成33年度

無 県民交通

情

災害共済加入率
％ 66

策

報

66 66

投
入
指
標

平成

基

31年度 平成32年度

盤

平成33年度

年度別事

整

業費 2,353 千円 2

備

,400 千円 2,40

・

0 千円
特
定
財
源

国・県

運

支出金 0 千円 0 千円 0

用

千円 特　記　事　項

地

事

 　方 　債 0 千円 0

業

千円 0 千円

そ 　の 

５

継

　他 1,820 千円 1

続

,820 千円 1,82

会

0 千円

一　般　財　源

計

533 千円 580 千円

・

580 千円

款・項・目

－

所　　管　　課 平  

５

５

成  31  年  

安

度  の  目  標

全

・防災情報伝達設備の

で

定期的な点検・保守管

安

理を行い、防災情報を

心

市民へ的確かつ迅速に

な

伝達する。
一般・2総

暮

務費・1総務管理費・

ら

10防災対策費 危機管

し

理課
・アナログ放送終

安

を

了に伴う代替手段を選

実

定する。

事　業　概　

現

要 施策内順位

・防災行

す

政無線設備等の保守管

る

理・点検の実施
8/1

体

0

市長公約事項

活
動

制

指
標

指　標　名 単　位

を

平成31年度 平成32

充

年度 平成33年度

無 防

実

災情報関連機器の点検

心

さ

実施
実施 実施 実施

投
入

せ

指
標

平成31年度 平成

ま

32年度 平成33年度

す

アナログ放送終了に伴う代替伝達手段の整備
選定 計画 実施

年度別事業費 11,508 千円 12,869 千円 12,869 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0

し

千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円 活動指標（アウトプット）に「アナログ放送終了に伴う代替伝達手段の整備」を追加

そ 　の 　他 660 千円 600 千円 550 千円

一　般　財　源 10,84

て

8 千円 12,269 千円 12,319 千円

事　務　事　業　名 新規・継続 交通事故のない安

快

全で安心な暮らしを実現するため、小諸市交通安全運動推進協議会を中心に関係団体等と連

目　　的 携し、交通安全運動に取り組む。
交通安全対策事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度 

適

 の  目  標

・関係団体等と連携して、季別の交通安全運動期間を中心に交通安全運動を実施する。
一般・2総務費・7交通安全費・1交通安全費 生活環境課

・高齢者及び子どもを対象に、質の高い記憶に残る交通安全

に

教室を実施する。特に高齢者に対しては運転免許証の自主返

事　業　概　要 施策内順位 納につながる内容の教室を開催する。

・交通安全運動の実施 ・小諸市交通指導員は地域における交通安全リーダーとして各種交通安全啓



政策 暮

防費 消防課
。

事　業　概　要 施策内順位 ②少子高齢化社会による高

事

齢者数の増加により、

　

救急出動件数の増加が

務

見込まれるため救急隊

　

員のより高度な救急救

事

命措

 佐久広域連合組

　

織市町村からの市町村

業

分担金を計画的・効率

ら

　

的に適正な執行を図る

名

。 置が求められること

新

から、装備の充実を図

規

るとともにより専門的

・

な知識や技術の習得を

継

図る。
ー

市長公

続

約事項

活
動
指
標

指　標

　

　名 単　位 平成31年

消

度 平成32年度 平成3

費

3年度

無

投
入
指
標

平成

せ

生

31年度 平成32年度

活

平成33年度

年度別事

の

業費 353,970 千

安

円 333,000 千円

全

340,000 千円
特

・

定
財
源

国・県支出金 0

安

千円 0 千円 0 千円 特　

心

記　事　項

地 　方 

を

　債 0 千円 0 千円 0 千

実

円

そ 　の 　他 4,

る

現

900 千円 4,968

す

千円 4,900 千円

一

る

　般　財　源 349,

た

070 千円 328,0

め

32 千円 335,10

、

0 千円

消費者ト

ま

ラブ

事　務　事　業　

ル

名 新規・継続  消防団

の

は地域における消防防

被

災のリーダーとして、

害

平常時・非常時を問わ

防

ず地域に密着し住民の

止

安全安心を

目　　的 守

に

るという重要な役割を

取

担うため消防団の維持

ち

り

、管理を行う。
非常備

組

消防費運営費 継続

会計

み

・款・項・目 所　　管

、

　　課 平  成  3

消

1  年  度  の

費

  目  標

　団員確

生

保を図り、消防団事業

活

は日程や訓練時間の見

上

直しにより効率的に充

で

実したものとする。近

施

生

隣市町間での災害に備

じ

一般・9消防費・1消

る

防費・2非常備消防費

様

消防課
え隣接消防団と

々

の連携強化を図る。ま

な

た、法律施行により処

目

遇の改善や装備の充実

　

が図られているが検証

　

を行い更なる充

事　業

的

　概　要 施策内順位 実

策

不

のため改善を図る。

　

安

消防組織法に基づき市

を

町村に設置される消防

解

機関の運営。
5/10

消

市長公約事項

活
動
指
標

す

指　標　名 単　位 平成

る

31年度 平成32年度

。

平成33年度

無 消防団

消

員数
人 850 850 8

費

50

投
入
指
標

平成31

５

者

年度 平成32年度 平成

行

33年度

年度別事業費

政

74,217 千円 87

事

,000 千円 77,0

業

00 千円
特
定
財
源

国・

継

県支出金 0 千円 0 千円

続

0 千円 特　記　事　項

会

地 　方 　債 0 千円

計

0 千円 0 千円

そ 　の

・

 　他 12,493 千

－

款

円 30,000 千円 1

・

0,000 千円

一　般

項

　財　源 61,724

・

千円 57,000 千円

目

67,000 千円

所　　管　

５

５

　課 平  成  31

安

  年  度  の 

全

 目  標

・専門相談

で

員が市民からの悪質商

安

法の相談に応じ、対処

心

方法を助言し、被害軽

な

減のためのあっせんを

暮

行う。
一般・3民生費

ら

・1社会福祉費・5市

し

民相談事業費 市民課
・

安

を

新たな手口について、

実

広報やホームページへ

現

の掲載などを行い、市

す

民向け注意喚起を行う

る

。

事　業　概　要 施策

体

内順位 ・高齢者の被害

制

防止のため、見守りや

を

支援をする人々への啓

充

発や協力要請等を行う

実

とともに若年層に対し

心

さ

ても教育委員会

消費生

せ

活センターの運営 等と

ま

連携し、消費者教育の

す

啓発を行う。
9/10・専門相談員による相談・あっせん及び消費者教育などの被害予防啓発 ・複雑化、高度化する悪質商法等に対応するため、専門相談員

し

、担当職員の研修の充実を図る。

・自家消費用食品の放射性物質検査
市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成31年度 平成32年度 平成33年度

無 相談員相談日数
日 160 160 160

投
入
指
標

平成31年度 平成32年

て

度 平成33年度 通話録音装置貸与数
器 90 90 90

年度別事業費 1,548 千円 1,633 千円 1,633 千円
特
定
財
源

国・県支出金 779 千円 779 千円 779 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 

快

　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円

一　般　財　源 769 千円 854 千円 854 千円

事　務　事

適

　業　名 新規・継続 　大規模災害や特殊災害に備えた危機管理体制を充実し、迅速かつ的確に対応できるよう消防団等の関係機関

目　　的 との連携を強化し消防対策を推進する。
佐久広域連合負担金 継続

会計・款・項・目 所

に

　　管　　課 平  成  31  年  度  の  目  標

①消防庁舎は、災害発生時における救助活動の拠点、また、受援施設として機能することから計画的に庁舎整備を進める
一般・9消防費・1消防費・1常備消



政策 暮

事　務　事　業

ら

　名 新規・継続 ・消防

せ

団の装備・地域の消防

る

施設の充実強化。

目　

ま

　的
消防施設費運営

ち

費 継続

会計・款・項・

施

目 所　　管　　課 平 

策

 成  31  年 

５

 度  の  目  

－

標

・小型動力消防ポン

５

５

プ2台の更新。
一般・

安

9消防費・1消防費・

全

3消防施設費 消防課
・

で

小型動力消防ポンプ積

安

載車1台の更新。

事　

心

業　概　要 施策内順位

な

・消防ポンプ自動車1

暮

台の更新

　消防組織法

ら

による小諸市消防団の

し

運営。 ・消防施設補助

安

を

事業に対して補助金の

実

交付。
6/10

市長

現

公約事項

活
動
指
標

指　

す

標　名 単　位 平成31

る

年度 平成32年度 平成

体

33年度

無 小型動力消

制

防ポンプ更新数
台 2 2

を

2

投
入
指
標

平成31年

充

度 平成32年度 平成3

実

3年度 小型動力ポンプ

心

さ

積載車更新数
台 1 2 2

せ

年度別事業費 39,4

ま

52 千円 20,000

す

千円 20,000 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 35,300 千円 15,000 千円 15,000 千円

そ 　

し

の 　他 0 千円 0 千円 0 千円

一　般　財　源 4,152 千円 5,000 千円 5,000 千円

て

事　務　事　業　名 新規・継続 　常備消防、非常備消防の災害拠点施設としての消防庁舎の整備。

目　　的
消防庁舎整備事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度  の  目  標

・建設工

快

事の実施
一般・9消防費・1消防費・3消防施設費 消防課

・備品、機器の入札実施

事　業　概　要 施策内順位

　耐震強度不足と老朽化に伴う小諸消防署庁舎の移転建て替え。

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成3

適

1年度 平成32年度 平成33年度

無 庁舎建設の検討
回 12

投
入
指
標

平成31年度 平成32年度 平成33年度

年度別事業費 633,000 千円 210,000 千円 0 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　

に

項

地 　方 　債 600,000 千円 210,000 千円 0 千円

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円

一　般　財　源 33,000 千円 0 千円 0 千円
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